
　　　　　　　　　　 第　37　期　決　算　公　告

東京都品川区西品川一丁目１番１号

貸　借　対　照　表 JR東日本コンサルタンツ株式会社

  　　　　　　　（2026年3月31日現在） 代表取締役社長　小山　宏

（単位：千円）

科     目 金　　額 科     目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流　動　資　産 22,711,002 流　動　負　債 8,022,423

現金及び預金 6,977 業務未払金 3,711,018

完成業務未収入金 17,100,962 リース債務 12,016

契約資産 1,432,842 未払金 1,288,221

商品 605,818 未払費用 164,040

リース投資資産 16,355 未払法人税等 1,030,189

未収金 57,806 未払消費税等 904,728

短期貸付金 3,349,950 契約負債 8,559

前払費用 139,744 預り金 39,310

その他 17,050 賞与引当金 804,123

貸倒引当金 △16,505 完成業務補修引当金 51,400

固　定　資　産 4,606,976 その他 8,814

有形固定資産 493,053 固　定　負　債 2,285,653

建物 278,065 リース債務 24,034

構築物 3,255 退職給付引当金 2,258,849

機械装置及び運搬具 12,181 その他 2,770

器具及び備品 161,022  負債　合計 10,308,077

建設仮勘定 38,528 （純資産の部）

無形固定資産 413,296 株主資本 17,009,902

ソフトウェア等 197,989 　資本金 50,000

ソフトウェア仮勘定 215,306 　資本剰余金 715

投資その他の資産 3,700,627 　資本準備金 715

投資有価証券 470,484 　利益剰余金 16,959,186

関係会社株式 219,264 　利益準備金 11,784

リース投資資産 557,591 　その他利益剰余金 16,947,402

長期前払費用 61,191 　　別途積立金 4,900,000

差入保証金・敷金 1,051,401 　　繰越利益剰余金 12,047,402

繰延税金資産 1,300,292 （うち当期純利益） (2,244,820)

その他 40,400  純資産　合計 17,009,902

 資産　合計 27,317,979  負債・純資産合計 27,317,979

※ 千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



 個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ① 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法に基づく原価法によっております。 

  ② その他有価証券 

    移動平均法に基づく原価法によっております。 

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品…最終仕入原価法によっております。 

     (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定) 

２．固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 (リース資産を除く) 

  定率法によっております。 

ただし、1998年 4月 1日以降取得の建物(建物附属設備を除く)並びに 2016年 4月 1日以降取得の建

物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能時間（5年）に基づく定額法によって

おります。 

⑶ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係わるリース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

⑷ 長期前払費用 

均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

３．引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債券については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

⑵ 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支出見込額基準により計上しております。 

⑶ 完成業務補修引当金 

引渡設計図の補修支出に備えるため、その支出見込額を過去の実績を基礎にして計上しております。 

⑷ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて、当事業年度にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額と当年度末までの期間に帰属させる方法については、



給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により案分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、鉄道を基軸とした総合技術コンサルタンツとして、調査・計画・設計・メンテナンス・ICT

等に関するコンサルタント事業を行っております。これらの事業から生じる収益は、主として顧客との

契約に従い計上しており、取引価格は顧客との契約における対価で算定しております。当社は 顧客に対

して、コンサルティングを提供する履行義務を負っており、履行義務を充足するにつれて、一定の期間

にわたり収益を認識しております。なお、進捗度を合理的に見積もることができず、当該履行義務を充

足する際に発生する費用を回収することが見込まれるものについては、原価回収基準により収益を認識

しております。 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

工事負担金等の圧縮記帳の会計処理 

当社は ICT事業におけるステーションナビアプリ改修にあたり、地方公共団体より回収費用の一部と

して補助金を受けております。 

この補助金は、アプリ完成時に当該補助金相当額を取得した無形固定資産の取得価額から直接減額し

て計上しております。 

損益計算においては、補助金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得価額から直接

減額した固定資産圧縮損を特別損失に計上しております。 

なお、特別利益に計上した補助金等受入額は 20,000千円、特別損失に計上した固定資産圧縮損は

15,393 千円です。 
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